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IARC第110回発がん評価会合の対象物質と分類結果

化学物質の名称
（）はCAS番号 主な用途 従来の分類 新たな分類

（Vol.110） 備考

ペルフルオロオクタ
ン酸（335-67-1）

フライパン表面処理の原料、
撥水布、食品包装紙の製造 － 2B ・ ヒトでの限定的な証拠：精巣がん、腎がん

・ 実験動物での限定的な証拠

テトラフルオロエチ
レン（116-14-3）

フライパン表面処理の原料、
撥水布の製造 2B（1999） 2A

・ 実験動物での十分な証拠：顕著で異常な
発がん

・ヒトでの発がんデータはなく、メカニズム情報
も弱いが、2Aへの格上げが妥当

ジクロロメタン
（75-0-2）

他の物質の製造、スプレー噴
射剤、塗料剥離剤、印刷イン
ク洗浄剤、食品成分抽出剤

2B（1999） 2A

・ ヒトでの限定的な証拠：胆管がん、非ホジキ
ンリンパ腫

・実験動物での十分な証拠・代謝経路や代
謝物に関する証拠

1,2-ジクロロプロパン
（78-87-5）

他の物質の製造中間体、塗
料剥離剤、印刷インク洗浄剤 3（1999） 1 ・ ヒトでの十分な証拠：胆管がん

1.3-プロパンスルトン
（1120-71-4）

リチウムバッテリーほか種々
の製品、物質の製造 2B（1999） 2A

・ ヒトでの不十分な証拠
・ 実験動物での十分な証拠
・強い遺伝毒性の証拠に基づきメカニズム上

2Aへの格上げが妥当
IARC Monograph Meeting Ｖｏｌｕｍｅ 110の速報論文をもとにK. Kamaeが作成（「労働の科学」2014年7月号から引用）

2014年6月に9か国から20人の専門家が国際がん研究
機関（IARC、フランス・リヨン）に集まって、ペルフルオロオクタ
ン酸（PFOA）、テトラフルオロエチレン（TFE）、ジクロロメタン
（DCM）、1,2-ジクロロプロパン（1,2-DCP）及び1.3-プロパンスル
トン（1,3-PS）の発がん性を評価した。これらの評価は、IARC
モノグラフ第110巻として出版される予定である1。

類された。もっとも重要な発がん性に関するヒトに
おける証拠は、胆管がんの非常に高いリスクが報
告された、日本・大阪の小さなオフセット印刷工場の
労働者の調査によるものである2,3。その後、他のい
くつかの印刷工場からもさらなる事例が確認され
た。日本の印刷工場におけるがん発生の評価に
おける大きな課題は、観察された胆管がんの過剰
が特定の因子によるものかどうか確認することで

1,2-DCPは、合成塩素系溶剤で、エピクロルヒド
リン製造の副生成物である。主としてプロピレン、
四塩化炭素、テトラクロロエチレンなどの他の有機
化学物質の製造における化学中間品として、及び
塗膜剥離に使用され、日本の印刷産業で1990年
代半ばから2012年までインク除去剤として使用さ
れた。1,2-DCPは、1,2-DCPへの曝露が胆管がん
を引き起こすヒトにおける十分な証拠があることに
基づいて、ヒトに対して発がん性（グループ1）と分

ペルフルオロオクタン酸、
テトラフルオロエチレン、
ジクロロメタン、
1,2-ジクロロプロパン及び
1.3-プロパンスルトンの発がん性

特集/職業性胆管がん事件
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あった。労働者は20以上の様々な化学物質に曝
露したものの、胆管がんの24人の患者のうち1人を
除く全員について1,2-DCPへの曝露が共通し、患
者のうちの6人が（同工場で1,2-DCPとともに使用
された）DCMには曝露していなかった。ワーキン
ググループは、胆管がんの過剰が偶然やバイアス
または非職業性の交絡によるものではなさそうで
あるとする指標として、胆管がんの希少性、非常に
高い相対リスク、患者の年齢の若さ、非職業性リス
クファクターがないこと、及び曝露の強度を考慮し
た。発がん性の十分な証拠は、曝露したラットに肺
及び肝細胞の悪性腫瘍が観察された実験動物か
らも報告されたことを考慮した4,5。この証拠に基づ
いて、ワーキンググループの多くが、1,2-DCPは曝露
労働者における胆管がんの大きな過剰の原因因
子であると結論付けた。しかし、少数の者は、1,2-
DCPと胆管がんの関連性は信憑性があるが、他
の因子、主にDCMの役割が全幅の信頼を妨げて
いるとした。ワーキンググループのメンバーはまた、
証拠のほとんどがひとつの工場の報告によるもの
であることを指摘した。

DCMは、エアゾール噴射剤としてポリカーボ
ネート・プラスチック、合成繊維や写真用フィルム
の製造に、また塗料剥離、金属洗浄、印刷インク
洗浄のためや食品成分抽出剤として使用されて
いる。DCMは、ヒトに胆管がん及び非ホジキンリ
ンパ腫を引き起こす限定的な証拠、及び実験動
物における発がん性の十分な証拠（肺及び肝細
胞の悪性腫瘍）に基づいて、グループ2Aと分類さ
れた2,3,6-9。その全体的評価を行うなかでワーキン
ググループはまた、グルタチオン-S-トランスフェラー
ゼT1（GSTT1）経由でDCM代謝が反応性代謝
物の形成につながること、試験管内でGSTT1の
活動がDCMの遺伝毒性と強く関連していること、
GSTT1を介したDCMの代謝がヒトで起こることも
考慮に入れた。
［以下、他の物質に関する部分省略］
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